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ケアハウス大慈  重要事項説明書 

「指定特定施設入居者生活介護」 

「指定介護予防特定施設入居者生活介護」 

  

 

   

 

   当事業所はご契約者（以下「ゲスト」という）に対して指定特定施設入居者生活介護サー

ビス・指定介護予防特定施設入居者生活介護を提供します。事業所の概要や提供されるサー

ビスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」

と認定された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方で

もサービスの利用は可能です。 

１．施設経営法人 

（１）法人名        社会福祉法人 大慈厚生事業会 

（２）法人所在地     神戸市中央区東川崎町６－２－６ 

（３）電話番号       ０７８－６７１―０６８４     

（４）代表者氏名     理事長 坂本 和恵 

（５）設立年月       昭和２７年５月３０日   

（６）インターネットアドレス番号 http://www.daijien.com 

 

２．ご利用施設の概要 

   （１）建物の構造        鉄筋造スレート造り  地上 ６階建  地下１階 

   （２）建物の延べ床面積     延床面積 ５，９４２.３６ ㎡ 

   （３）施設の周辺環境 西神南駅から車にて５分ほどの距離に位置した閑静な住宅エリア

に隣接した場所です。 

   （４）併設事業 

事業の種類 神戸市長の事業者指定 利用定数 

短期入所生活介護 

予防介護短期入所生活介護 
    第 ２８７５２０４６８３ 号  １０ 名 

  

３．ご利用施設 

   （１）施設の種類   

      特定施設入居者生活介護    平成 ２０年７月１日指定 

   （２）施設の目的 

      介護保険法令及び老人福祉法等関係法令に従い、ゲストがその有する能力に応じ可

能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的とします 

   （３）施設の名称     ケアハウス大慈 

   （４）施設の所在地    神戸市西区櫨谷町長谷８３-６ 

       交通機関     神戸市営地下鉄線    西神南駅下車   

   （５）電話番号  ０７８―９９３―３９６５  ＦＡＸ番号 ０７８-９９３-２２６５ 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

（事業者番号 第 2875202778号） 

http://www.daijien.com/


   （６）施設長氏名   坂本 和恵 

   （７）当施設の運営方針 

      「手から手へ忠恕をこめて」を理念に、個人を尊重したケアを行います。 

（８）開設年月日     平成 ２０年 ７月 １日 

   （９）入居定員      ９０人 

 

  ４．施設利用対象者 

  （１）当施設に入居できるのは、６０歳以上の方で高齢等のため独立して生活することに 

不安のある方。 

     ①介護保険制度における要介護認定を受けていない自立の方、または要介護認定を受

けて自立と判定された方。 

     ②介護保険制度における要介護認定を受け、「要支援若しくは要介護」と認定された 

方。 

   （２）事業者から、入居契約の締結前に感染症等に関する健康診断を受け、その診断書の

提出をお願いする場合があります。 

  

  ５．利用契約に伴う契約期間とサービス提供の手順 

 ゲストに対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入居後作成する

「特定施設サービス計画」、「介護予防特定施設サービス計画」（以下ライフプラン）に定 

めます。ライフプランの作成及びその変更は次の通り行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その担当者はライフプランの原案について、ゲスト及びそのご家族等

に対して説明し、同意を得たうえで決定します。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

③ライフプランは、６か月に１回、若しくはゲスト及びそのご家族等の

要請に応じて、変更の必要性があるかどうかを確認し、変更の必要が

ある場合には、ゲスト及び、そのご家族等と協議して、ライフプラン

を変更いたします。  

①当施設の計画作成担当者等にライフプランの原案作成やそのために必要な調

査等の業務を担当させます。 

④ライフプランが変更された場合には、ゲストに対して書面を交付し、

その内容を確認していただきます。  



６．居室の概要 

   （１）居室の概要 

    当施設では以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室はユニット型で、 

全て１人部屋です。 

居室・設備の種類 室 数 備 考 

個室（１人部屋） ９０室 
洗面・トイレ・床暖房・クローゼット・ベッド 約

２１㎡ 

合  計 ９０室  

ダイニングキッチ

ン 
９ユニット 

冷蔵庫・食器洗浄器・食卓・テーブル・椅子 

リビング ９ユニット ソファー・テレビ・空気清浄機 

浴室 １０室 
各フロア個浴槽、機械浴槽、中間浴槽 

一般浴槽 

美容室 １室 1階 

レストラン喫茶 １室 1階 ８：００～１６：００ 

シアタールーム １室 1階 

機能回復訓練室 １室 1階 

 

☆居室の変更：ゲストから居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況によ

り施設がその可否を決定します。また、ゲストの心身の状況により居室を変更する場合

があります。その際には､ゲストやご家族等と協議のうえ決定するものとします｡ 

 

  ７．職員の配置状況 

    当施設では、ゲストに対してサービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置

しています。 

   （１）主な職員の配置状況 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています 

職  種 常勤換算 指定基準 

1.施設長（管理者） １名 １名 

2.生活相談員 １名 １名 

3.計画作成担当者 1 名 １名 

4.介護職員・看護職員 
４５名以上（内 3 名以

上は看護職員とする） 
３０名 

5.機能訓練指導員 １名 １名 

6.事務員 1 名 １名 

7.栄養士 1 名以上 １名 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設に 

おける常勤職員の所定勤務時間数（週３８．７５時間）で除した数です。 

（例）1 日 7.75 時間勤務の介護職員が週５日勤務している場合、常勤換算では 

           １名（7.75×5 日÷38.75 時間＝1 名）となります。 



    （２）主な職種の勤務体制        ☆土日は異なることがあります。 

   職種 勤 務 体 制 

1.介護職員 早出： ７：００～１６：００  

日勤： ９：００～１８：００  

遅出： １１：００～２０：００ 

夜間： １７：００～翌９：３０   

2.看護職員 

3.計画作成担当者 

4.生活相談員 

5.機能訓練指導員 

6.栄養士 

7.事務員 

日勤帯    

 

    （３）配置職員の職種 

 

介護職員 

 

…ゲストの日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等

を行います。 

            

 

生活相談員 

 

  

…ゲストの日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

   

 

看護職員 

  

…主にゲストの健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の 

介護、介助等も行います。 

      

機能訓練指導員 

  

…ゲストの機能訓練を担当します。 

   

 

栄養士 

  

…ゲストに対して提供する食事の管理、ゲストの栄養相談・指導を行い

ます。 

 

…ゲストの日常生活上におけるライフプランの作成やそのための調査

を行いその後の変更等の対応をします。 

生活相談員が兼ねる場合もあります。 

 

 事務員              …必要な事務手続きを行います。 

 

計画作成担当者 



８．当施設が提供するサービスと利用料金 

    当施設では、ゲストに対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについて、 

①利用料金が介護保険から給付される場合 

②利用料金の全額をゲストに負担いただく場合 

があります。 

     ＜サービスの概要＞ 

①相談 

・生活上の困りごとに対して、生活相談員が相談に応じます。 

②食事 

・管理栄養士の立てる献立表により、栄養に配慮した食事を提供します。 

（食事開始時間） 

朝食：７：３０～   昼食１２：００～  夕食：１８：００～ 

③入浴 

・入浴又は清拭を週２回以上行います。 

④健康管理 

・医師や看護職員より定期的に健康診断を行い、健康の保持に努めます。  

⑤機能訓練 

・機能訓練指導員により、ゲストの心身等の状況に応じて、日常生活を営むことに必要

な機能の維持、回復、その減退を防止するために必要な訓練及びアドバイスを実施し

ます。 

個別に機能訓練を受けた場合は、リハビリ内容により介護保険、または医療保険どち

らかの適用となります。 

⑥緊急時の対応 

・ゲストの病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかにご家族や主治医又

は協力病院等、緊急連絡先に連絡を取るなど必要な措置を講じます。身元保証人には

医療機関への手続きをお願いします。 

⑦その他自立への支援 

・ゲストの自立を目指し、ベッドや居室内ではなくリビングにて食事をとっていただく

ことを原則としています。 

・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

⑧終末期ケア 

・ゲストの状態が明らかに老衰による機能の低下が出現した場合、ゲスト・ご家族の意

志により、積極的な延命治療はせず、施設で終末期ケアをご希望された場合、ガイド

ラインに沿ってこれに対応します。 

     

 

 

 



      （１）介護保険の給付対象となるサービス（第８条 第１８条１項） 

      以下のサービスについては、利用料金の大部分が介護保険から給付されます。 

<介護サービス利用料金（１日当り）> 

      下記の料金表によって、ゲストの要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービスの利用料

金は、ゲストの要介護度に応じて異なります。） 

 

サービス利用料金表  

① 介護費（1日当り） 

☆１割負担の方 

  

☆２割負担の方 

１．ゲストの 

要介護区分と 

ｻｰﾋﾞｽ利用料金   

要支援 1 

183  

 

×10.54 

=1,928 円 

要支援 2 

313  

 

×10.54 

=3,299 円 

要介護 1 

542 

 

×10.54 

=5,712 円 

要介護 2 

609  

 

×10.54 

=6,418 円 

要介護 3 

679 

 

×10.54 

=7,156 円 

要介護５ 

744  

 

×10.54 

=7,841 円 

要介護５ 

813  

 

×10.54 

=8,569 円 

２．うち、介護

保険から給付

される金額 

1,542 円 2,639 円 4,569 円 5,134 円 5,724 円 6,272 円 6,855 円 

３．サービス利

用に係る自己

負担額（1-2） 

386 円 660 円 1,143 円 1,284 円 1,432 円 1,569 円 1,714 円 

 

 

 

 

 

 

１・ゲストの 

要介護区分とｻ

ｰﾋﾞｽ利用料金 

要支援１ 

183 

 

×10.54 

＝1,928円 

要支援２ 

313 

 

×10.54 

＝3,299円 

要介護１ 

542 

 

×10.54 

＝5712 円 

要介護２ 

609 

  

×10.54 

＝6,418円 

要介護３ 

679 

 

×10.54 

＝7,156円 

要介護４ 

744 

 

×10.54 

＝7,841円 

要介護５ 

813 

 

×10.54 

＝8,569円 

２．うち、介護

保険から給付

される金額 

1,735 円 2,969 円 5,140 円 5,776 円 6,440 円 7,056 円 7,712 円 

３．サービス利

用に係る自己

負担額（1-2） 

193 円 330 円 572 円 642 円 716 円 785 円 857 円 



☆３割負担の方 

１．ゲストの 

要介護区分と 

ｻｰﾋﾞｽ利用料金    

要支援１ 

183 

 

×10.54 

＝1,928円 

要支援２ 

313 

 

×10.54 

＝3,299円 

要介護１ 

542 

 

×10.54 

＝5,712円 

要介護２ 

609 

  

×10.54 

＝6,418円 

要介護３ 

679 

 

×10.54 

＝7,156円 

要介護４ 

744 

 

×10.54 

＝7,841円 

要介護５ 

813 

 

×10.54 

＝8,569円 

２．うち、介護

保険から給付

される金額 

1,349 円 2,309 円 3,998 円 4,492 円 5,009 円 5,488 円 5,998 円 

３．サービス利

用に係る自己

負担額（1-2） 

579 円 990 円 1,714 円 1,926 円 2,147 円 2,353 円 2,571 円 

利用料金につきましては、各自の負担割合（1 割・2 割・3 割）を記載した 

「介護保険負担割合証」（市町村発行）に記載されている額とします。 

☆契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一 

 旦お支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護 

 保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ゲストが保険給付の申 

 請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ゲストの負 

 担額を変更します。その際は、変更同意書を取り交わすことで、再契約したとみな 

 すことができるものとします。 

☆サービス利用料金は、所定の単位に 10.54円を乗じて得た金額です。 

☆契約者が介護保険料に未納がある場合には、自己負担額については上表とは異なる

ことがあります。 

 

加算一覧：下記の内容に当てはまる場合に加算されます。 ADL＝日常生活動作 

種類 内容 単位数 

介護職員等処遇改善加

算（Ⅰ.Ⅱ） 

 

介護職員などに対し、給与・待遇面の向上やキャリア

アップ制度策定、確保・定着につなげていくため、経

験・技能のある職員に重点化しつつ、職員の更なる処

遇改善を行っている場合 

（Ⅰ） 

総単位数× 

１２.８％ 

（Ⅱ） 

総単位数× 

１２．２％ 

協力医療機関連携加算

（Ⅰ・Ⅱ） 

相談・診療を行う体制を常時確保している協力医療機関

と連携している。協力医療機関との間で、ゲストまたは

ご家族の同意を得て、病歴等の情報を共有する会議を定

期的に開催している場合   

（Ⅰ）１００

単位/月  

（Ⅱ）４０ 

単位/月 

夜間看護体制

加算（Ⅰ・Ⅱ） 

常勤の看護師を１名以上配置し、２４時間連絡体制を

確保している場合。必要に応じて健康上の管理等を行

う体制を確保していること。要支援の方は加算対象外。 

（Ⅰ） 

１８単位/日 

（Ⅱ） 



（Ⅰ）夜勤または宿直を行う看護職員の数が 1 名以上

である 

９単位/日 

高齢者施設等感染対策

向上加算 

協力医療機関との間で新興感染症の発生時の対応を行

う体制を確保している。新興感染症以外の一般的な感

染症の発生時の対応を取り決め、連携し適切に対応し

ている。 

院内感染対策に関する研修または訓練に診療報酬にお

ける感染対策向上加算に係る届け出を行った医療機関

の医師が 1 年に 1 回以上参加している。 

診療報酬における感染対策向上加算に係る届け出を行

った医療機関から 3 年に 1 回以上施設内で感染者が発

生した場合の感染制御等にかかる実地指導を受けてい

る場合 

（Ⅰ） 

１０単位/月 

 

（Ⅱ） 

５単位/月 

生産性向上推進体制加

算 

介護ロボットやICT等のテクノロジーを導入し活用促

進を行っている。また業務改善の取り組みによる成果

が確認されたうえで、見守り機器等のテクノロジーを

複数導入し、職員間の適切な役割分担を行っていると

評価できる場合 

（Ⅰ）１００ 

単位/月 

（Ⅱ）１０ 

単位/月 

退院・退所時連携加算 

要介護認定１以上の方で医療提供施設（病院、老人保

健施設等）を退院・退所して入居される場合、入居か

ら３０日を上限に加算。また、ご入居中に３０日を超

える医療提供施設へ入院・入所後に再入居された場合

も同様 

３０単位/日 

新興感染症等

施設療養費 

 

新興感染症のパンデミック発生時等において、適切な

感染対策を行ったうえで該当する介護サービスを行っ

た場合。１月に1回5日間を限度とする 

２４０ 

単位/日 

退居時情報提供加算 

医療機関へ退居するゲストについて、退居後の医療機

関に対してゲスト等の同意を得て、当該ゲスト等の心

身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合。 

２５０ 

単位/月 

認知症専門ケア加算Ⅰ 

認知症の進行が認められるゲストの割合が総数の二分

の一以上で、一定以上の認知症介護における専門的な

研修を終了している職員を配置し、認知症ケアに関す

る会議を定期的に開催している場合。 

３単位 

認知症専門ケア加算Ⅱ 

認知症専門ケア加算Iの要件を満たし、指導に係る専門

的な研修を修了した者を一名以上配置、施設全体の認

知症ケアの指導等を実施している。又、介護職員、看

護職員毎の認知症ケアに関する研修計画を作成し、当

該計画に従い、研修を実施又は実施を予定している場

合 

４単位 



個別機能訓練加算Ⅰ 
機能訓練指導員の配置。多職種協働の計画等で、計画

的に機能訓練を行っている場合 
１２単位/日 

個別機能訓練加算Ⅱ 
個別訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、

機能訓練の実施にあたり必要な情報を活用する場合 
２０単位/月 

生活機能向上連携加算

Ⅰ 

自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、

外部のリハビリテーション専門職等と ICT を活用し連

携した場合 

（個別機能訓練加算を算定している場合は算定できな

い） 

１００単位

／月 

 

生活機能向上連携加算

Ⅱ 

自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、外

部のリハビリテーション専門職が施設を訪問し連携し

た場合（個別機能訓練加算を算定している場合） 

２００単位/

月 

看取り介護加算Ⅰ 

 

終末期ケアについて、本人

または代理人等の同意を

得ながら看取り介護を行

った場合 

 

死亡日以前 31 日以上 45 日

以下 
７２単位 

死亡日以前４日以上３０日 

以下 
１４４単位 

死亡日の前日・前々日 ６８０単位 

 

死亡日 

 

１２８０単

位 

 

入居継続支援加算Ⅰ 
痰の吸引や経管栄養等を必要とするゲストの割合が総

数の１５％以上の場合 
３６単位 

入居継続支援加算Ⅱ 
痰の吸引や経管栄養等を必要とするゲストの割合が総

数の５％以上１５％未満の場合 
２２単位 

若年性認知症利用者受

入加算 

若年認知症のあるゲストを受け入れ介護サービスの提

供を行った場合 
１２０単位 

口腔・栄養スクリーニン

グ加算Ⅰ 

利用開始日及び利用中６カ月毎に口腔の健康状態及び

栄養状態について確認を行い、当該情報を担当する介護

支援専門員に提供している場合 

２０単位/回 

口腔・栄養スクリーニン

グ加算Ⅱ 

口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状

態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を担当

する介護支援専門員に提供している場合 

５単位/回 

（6 ヵ月 1 度

を限度） 

口腔機能向上加算Ⅰ 

口腔機能の低下やそのおそれのあるゲストを対象に 

重度化の防止や改善を目指し、多職種により計画書の作

成や評価を行った場合 

１５０単位/

回（月２度を

限度） 



口腔機能向上加算Ⅱ 

口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管

理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向

上サービスの実施にあたって、当該情報その他口腔衛生

の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活

用した場合 

１６０単位 

/回（月２度

を限度） 

ＡＤＬ維持等加算Ⅰ 
ゲスト全員を対象にＡＤＬを評価し測定を実施。また、

ＡＤＬ情報を厚生労働省に提出した場合 
３０単位/月 

ＡＤＬ維持等加算Ⅱ 
上記Ⅰの要件を満たし、評価対象者のＡＤＬ利得を平

均して得た値が 3 以上の場合 
６０単位/月 

科学的介護推進体制加

算 

ゲストごとのＡＤＬ値・栄養状態・口腔機能・認知症

の状況その他心身の状況等に係る基本的な情報を少な

くとも 3 ヶ月に 1 回厚生労働省に提出し、必要に応じ

てサービス計画を見直すなど、上記の情報その他サービ

スを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

していること 

４０単位/月 

サービス提供体制強化

加算Ⅰ 

介護職員総数の内７０％以上が介護福祉士の資格を取

得しているまたは勤続１０年以上の介護福祉士が２

５％以上配置している場合 

２２単位/日 

 

 

サービス提供体制強化

加算Ⅱ 

介護職員総数の内６０％以上が介護福祉士の資格を取

得している場合。 

１８単位/日 

サービス提供体制強化

加算Ⅲ 

介護職員総数の内５０％以上が介護福祉士の資格を取

得している。または介護・看護職員の総数の内７５％以

上が常勤であるまたは、サービスを直接提供する職員の

総数の内、勤続年数が７年以上である職員が３０％以上

である場合 

 

 

６単位/日 

 

９．利用料金 

    （１）入居契約に基づく利用料金（契約書第６条、第１６条参照） 

    ①ご契約締結後、保証金３００，０００円を事業者にお預けいただきます。 

     保証金は、契約終了時に精算の上、返金させていただきます。精算させていただきま

すのは、利用料金未納金及び居室のハウスクリーニング代、居室修繕費用等などがあ

ります。 

②ご契約の開始及び終了が月の途中の場合は、日割りにより算出させていただきます。

但し、外泊、入院等による不在の期間は、日割りにはなりません。 

    ③国が定める基準にもとづき、施設利用料（サービスの提供に要する費用、生活費、居

住に要する費用、）を毎月お支払いいただきます。 

※入退居時・月途中の入院時は、日割り計算を行います。外泊時の日割り計算はできま

せん。 

 



④ サービス提供に要する費用の減免 

神戸市の定める基準に従い、ゲストの収入に応じたサービス提供に要する費用の減免

を受けることができます。サービス提供に要する費用の減免を希望される場合、契約

締結時及びそれ以降は年１回、ゲストの収入等に関する資料を以下の期日までに提出

し、サービス提供に要する費用の減額を申請します。 

      ・前年の収入を証明できるもの 

      ・年金支払い通知など事業者が指定するもの 

      ・医療費・社会保険料等の認定できる領収書等 

⑤居室内の光熱費代を使用量に応じてお支払いいただきます。 

⑥ゲストが病院または診療所に入院した場合であっても、入院した翌日以降の居住に関 

      する用・サービスの提供に要する費用はお支払いいただきます。    

⑦「軽費老人ホームの利用等に係る取扱い指針について」などの改正に伴い、単価は 

 変更します。 

      ※食費について 

食費の内訳は、食材料費が朝１６０円、昼２８０円、夕２８０円と調理加工費が１日

６８０円です。１食の欠食の場合は食材料費のみ、１日欠食の場合は食材料費・調理

加工費共差し引きます。 

     なお、欠食の連絡は前日の午前 9 時までにお願いいたします。 

 

 

居住に要する費用 

 

５７，５００円 

 

 

家賃に相当する費用（分割払い方式の場合の月額） 

 

 

生活費 

 

 

４８，７６４円 

 

 

食事費用や生活にかかる費用 

 

サービス提供に 

要する費用 

 

２７，７００円 

 

 

施設維持費、職員人件費等 

 

合 計 １３３，９６４円  

   

  ※冬期加算・・・共有部分における冬期期間１１月～３月に追加料金２，１６０円をお支払

いいただきます。 

（２）独自の介護費 （契約書第１６条） 

    当施設では「介護型」で要介護状態のゲストに安心して生活していただけるように特

定施設入所者生活介護の基準職員である３対１の配置（利用定員３人に対し１人の職

員）をした上で、全室個室を考慮して法定基準より多い２対１の介護体制としています。

そこで、この介護体制完備に必要な職員配置に対するゲストのご負担金としてお支払い

いただきます。 

各要介護度共通  ９０，０００円（１ヶ月） 

 

 



（３）入居・利用契約に基づくその他のサービス 

     以下のサービスは利用料金の全額がゲストの負担となります。 

＜サービスの概要と利用料金＞ 

     ①理髪・美容 

施設内に美容室があり、理髪・美容サービス（調髪、顔剃、洗髪、パーマ等）をご利用

いただけます。 

     ②行事（外出行事、レクリエーション、クラブ活動など） 

ゲストの希望によりレクリエーションやクラブ活動などに参加していただくこと 

 ができます。 

料金・・・材料費等：実費  外出行事：参加費 をいただきます。 

外出行事等、当初参加希望で当日やむを得ず不参加となった場合においてキャンセルが

できない場合、当初の参加費を徴収させていただく場合もございますのでご了承くださ

い。原則として、材料費等の実費、外出行事の参加費が 1 回３，０００円以上の費用

負担が発生する場合は、ご家族に連絡を致します。３，０００円未満の場合は連絡致し

ません。個別に連絡を希望される場合はフロアのスタッフにお伝えください。 

③複写物の交付 

         ゲストは、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要と 

     する場合には実費をご負担いただきます。   

     ④日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品（衣服、歯ブラシ、おむつ等）の購入代金等、日常生活に要する費用でゲ

ストに負担いただくことが適当であるものにかかる費用の実費を負担いただきます。 

     ⑤貴重品の管理 

1.入居時に介護保険証、介護保険負担割合証、健康保険証、医療受給者証、診察券等

は基本的に施設でお預かりさせていただきます。 

2.ゲストの希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細については、

次のとおりです。 

（１）管理する金銭の形態・・・金融機関に預け入れている預金 

（２）お預かりするもの・・・上記預金通帳、金融機関に届けた印鑑、年金証書 

（３）保管管理者・・・施設長 

（４）出納方法・・・手続きの概要は以下のとおりです。 

・保管管理者は、個人別の領収書綴りと出納記録を作成します。 

・預金の預け入れ、及び引き出しが必要な場合、事務職員が備え付けの届け出を

発行し、保管者へ提出、検印後預け入れ及び引き出しを行います。 

・原則、保管管理者は出入金の都度、出納帳に記録し、身元保証人に確認します。 

・預かり通帳残高については、ご自由に閲覧していただけます。 

・利用料金・・・1 ヶ月当り２,１００円 

      

 

 

 

 

 

 



⑥移送にかかる費用  

個人的なことでの移送に関しましては原則、ゲストのご負担をお願いいたします。      

病院・お買い物等、施設の車での付き添いに関しましては、以下の通り。 

 

     燃料費 

１０ｋｍ未満 

１０ｋｍ以上 

１ｋｍ毎 

付き添い費 

３０分毎 

１，０００円 １００円加算 １，５００円 

 

上記につきましては、１か月の移送距離、付き添い費を合計して、ご請求させていただ

きます。 

なお、ケアハウス大慈にご入居中の配偶者同士でのご利用の場合に限り、移送費・付き 

添い費共に 1 名様分のご請求とさせていただきます。 

⑦買い物代行に関わる費用 

     個人的な買物を職員に依頼される場合は買い物代行費用として、１回1箇所につき１，

０００円をご負担いただきます。 

     ⑧寝具に関わる費用 

     シーツ、羽毛布団、掛け布団カバー、枕、枕カバーはリース、もしくは個人で持ち込

んでいただきます。尚、リースを選択された場合、１ヶ月１，５００円の費用をご負

担いただきます。お好みでリネン類を持ち込まれる場合、洗濯代は自費となります。 

     ⑨お部屋でご使用になった電気の費用 

     お部屋での電気製品のご使用に係る費用は、実費負担となります。 

⑩洗濯に関わる費用 

 業者委託（ネットで丸洗い、乾燥）する場合は、月額５，８００円（税込）集配日は

週 3回となります。ご自身で洗濯される場合は、料金は発生いたしませんが、全ての工

程をご本人に行っていただきます。ご家族が持ち帰られる場合も、料金は発生いたしま

せん。但し、洗剤、柔軟剤等は個人購入していただきます。 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更すること 

 があります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う前にご 

 説明します。 

⑪退居に伴う費用 

 退居時には居室のクリーニング代、居室内の故意による損傷（画鋲による損傷、壁に

装飾品を貼付した事による損傷、家具を移動させる事による床材の損傷等）に係る修

繕費を請求させていただきます。 

⑫ごみの処分について 

     入退居時に伴う段ボール・衣類・家具等の処分に関しましては、ご家族・ゲストにて

お願いします。 

 

（４）その他 

① お部屋のとりおきについて 

入院等による不在時は、居住に要する費用、サービス提供に要する費用をお支払いい

ただくことで最長９０日のお部屋のとりおきが可能です。 

退居に関しましてはゲスト不在であってもお荷物があるという場合において、居住に



要する費用、サービス提供に要する費用が発生してまいります。お荷物がなくなった

日を解約日とさせていただきます。なお、ゲストの死亡による退居の場合は居住に要

する費用のみ発生してまいります。 

 

② 一時外泊について 

日程の制限は行いません。不在時には生活費のみ、日割り計算額でいただきます。

外泊をされる場合は、２日前にお申し出下さい。葬儀への参加など緊急やむを得な

い場合には、当日になってもかまいません。 

 

（５）利用料金の変更（契約書第１８条） 

① 利用料金は、神戸市長の定める基準の改正もしくは変更が生じた場合は、変更内容

に応じて変更を行います。また経済状況の変化その他やむを得ない事由がある場合

には相当な額に変更を行います。変更を行う場合は、その内容を１カ月前迄にご説

明します。 

② ゲストが、変更内容に同意できないと判断された場合には、契約を解除することが

できます。 

 

（６）利用料金のお支払い方法（契約書第１７条参照） 

 利用料金・費用は１か月ごとに計算しご請求します。（1 か月に満たない期間のサー

ビスに関する利用料金は利用日数に基づいて計算した金額とします） 

ア． 原則として口座振替（ご指定の金融機関より翌月２７日）による引落とさせて 

いただきます。 

イ． 口座引落手続きが完了していない場合や退居後に口座凍結してしまった場合、 

振込またはケアハウス大慈事務所窓口での現金支払が可能です。 

             

（７）入居中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ゲストの希望により、下記協力医療機関において診療や

入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療

を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務付け

るものでもありません） 

 ①協力医療機関 

医療機関の名称 偕生病院 

所在地 神戸市西区持子３丁目２番地の２ 

診療科 内科・整形外科・外科・リハビリテーション科他 

医療機関の名称 みどり病院 

所在地 神戸市西区枝吉１丁目１６番地 

診療科 内科・整形外科・外科・呼吸器内科他 

医療機関の名称 かもめ歯科 

所在地 神戸市長田区東尻池新町１－２０ 

診療科 歯科 

 

 



（８）＜受診の付添について＞ 

原則、ご家族の付き添いをお願いいたします。受診の必要性があれば、ご家族へ相談

させていただきますが、急な発熱や腹痛、不慮の事故等、緊急に受診・治療が必要な場

合は病院搬送を優先し、ご家族への連絡が後になることもあります。搬送やスタッフの

送迎により、救急搬送の場合、ご家族に連絡の上、病院までお越しいただき、スタッフ

と交代とさせていただきます。ご入院された後の病院との連絡はご家族にお願いするこ

とになります。 

 

  １０. 施設を退居していただく場合 

    （１）契約の終了について 

当施設との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。したがって、以下

のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこの

ような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ゲストに退居し

ていただくことになります。（契約書第２９条参照） 

    ①ゲストが死亡した場合  

   ②入院後入院期間が９０日を超える、又は超えると判断される場合。  

   ③当施設への入居契約が終了した場合  

   ④事業者が破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合  

   ⑤施設の滅失や重大な毀損により、ゲストに対するサービスの提供が不可能に  

    なった場合  

   ⑥当施設が老人福祉法上の認可を取り消された場合又は認可を辞退した場合  

    ⑦ゲストから解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照  

下さい）  

    ⑧事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照下さい）  

 

    （２）ゲストからの中途解約・契約解除の申し出（契約書第１８条、第３０条） 

     契約の有効期間であっても、ゲストから入居契約を解約することができます。その場 

     合には、契約終了を希望する日の２ヶ月前までに解約届出書をご提出下さい。 

     ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合  

②施設の運営規定の変更に同意できない場合  

③ゲストが入院された場合  

④事業者若しくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める特定施設サ

ービス・介護予防特定施設サービスを実施しない場合  

⑤事業者若しくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合  

⑥事業者若しくはサービス従事者が故意又は過失によりゲストの身体・財物・信

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続し難い重大な事情が

認められる場合  

⑦他のゲストがゲストの身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐

れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合  

     

     



 （３）事業者からの契約解除の申し出（契約書第２４条、２５条参照） 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

①ゲストが、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続し難い重大な

事情を生じさせた場合  

②ゲストによる、サービス利用料金の支払いが３ヶ月分遅延し、相当期間を定め

た催告にもかかわらずこれが支払われない場合  

③ゲストが、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者若しくは他の

ゲスト等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うこ

となどによって、本契約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合  

④ゲストの行動が他のゲストや施設の職員の生命、身体、健康に重大な影響を及ぼす

おそれがあり、あるいは、ゲストが重大な自傷行為を繰り返すなど、本契約を継続

しがたい重大事情が生じた場合 

⑤ゲストまたはその身元引受人ないしご家族、その他関係者が、法令違反その他著し

く常識を逸脱した行為をなし、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込

みがなく、本契約の目的を達することが著しく困難となった場合 

（文書により２週間以上の予告期間をもって、この契約を解除） 

⑥ゲストが連続して９０日以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは

入院した場合 

⑦ゲストが介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護医療院に入所した場合 

⑧施設の職員または他のゲストに対してセクシャルハラスメント（必要もなく手や腕 

を触る、抱きしめる、ヌード写真を見せる、性的な話をする、下半身を丸出しにす 

る）などの迷惑行為をした場合 

⑨施設の職員または他のゲストに対して行う悪質なクレームやストーカー行為（特定 

の職員につきまとう、長時間の電話、理不尽な長時間のクレーム）などの迷惑行為 

をした場合 

⑩施設の職員または、他のゲストに対して行うハラスメント（たたく、つねる、蹴る、

手を払いのける、大声を出す、無視、怒鳴る、つばを吐く、理不尽なサービスの要

求、脅す、不必要なサポートを要求する）などの迷惑行為。 

⑪サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音を無断で SNS 等に掲載した場合 

 

（４）円滑な退去のための援助（契約書第３２条参照） 

ゲストが、前１０項（３）以外の理由で当施設を退居される場合には、ゲストの希に

より円滑な退去ができるよう援助させていただきます。援助に当たってはゲストの心

身の状況や置かれている環境等を考慮した援助を速やかに行うこととします。 

   ○病院もしくは診療所又は介護保険施設等の紹介 

   ○その他保険医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

 

 

 



１１．身元引受人（連帯保証人）（契約書第３９条参照） 

（１）契約者は入居に際し 2 名の連帯保証人（以下「身元引受人」という）を定めること

とします。しかしながら、ゲストにおいて、社会通念上、身元引受人を立てること

ができないと考えられる事情がある場合には、やむを得ないが、身元引受人又は成

年後見人が早期にたてられるように努めていただきます。 

（２）身元引受人は、ゲストの利用料等の経済的な債務については、ゲストと連帯して、

その債務の履行義務を負うことになります。また、こればかりではなく、ゲスト

が医療関係に入院する場合や当施設から退居する場合においては、その手続を円

滑に遂行するために必要な事務処理や費用負担などを行い、更には、当施設と協

力、連携して退居後のゲストの受入先を確保するなどの責任を負うことになりま

す。 

（３）身元引受人（連帯保証人）となる方については、本契約から生じるゲスト

の債務について、極度額として本契約開始時または更新時における月額利

用料全額の３６か月分を限度とし、連帯してご負担いただきます。その額

は、ゲスト又は連帯保証人が亡くなったとき、又はその他の事由により契

約が終了した場合確定し、生じた債務についてご負担いただく場合があり

ます。連帯保証人からの請求があった場合には、施設は、連帯保証人の方

に利用料等の支払い状況、滞納金の額、損害賠償の額等、ゲストの全ての

債務の額等に関する情報を提供します。 

（４）ゲストが入居中に死亡した場合においては、そのご遺体や遺留金品の引取り等の

処理についても、身元引受人がその責任で行う必要があります。 

また、ゲストが死亡されていない場合でも、入居契約が終了した後、当施設に残

されたゲストの残置物をゲスト自身が引き取れない場合には、身元引受人にこれ

を引き取っていただきます。これらの引取り等の処理にかかる費用については、

ゲストまたは身元引受人にご負担いただくことになります。 

（５）身元引受人が死亡又は破産宣告をうけた場合には、事業者は、あらたな身元引

受人を立てていただくために、ゲストにご協力をお願いする場合があります。 

（６）契約終了後の苦情・ご相談には応じかねますのでご了承下さい。 

 

１２．苦情の受付について 

 （１）当施設における苦情の受付 

当施設におけるご相談や苦情は以下の専用窓口で受け付けます。 

     

  ○ 苦情受付窓口（担当者） 

    ・生活相談員・計画作成担当者 

     受付時間   毎週 月曜日 ～ 金曜日 

    ９：００ ～ １７：００ 

                      電  話   ０７８－９９３－３９６５ 

○ 苦情解決責任者 施設長 坂本 和恵 

   



  ○  第三者委員    堅正法律事務所 弁護士 堅正憲一郎 

             電  話   ０７８－３４１－３９５１ 

          大慈厚生事業会 監事  安原武志 

              電  話   ０８０-３５６５-４７４９ 

            大慈厚生事業会 監事  田丸泰久 

             電  話   ０７８－７０７－３３６９ 

※ 第三者委員は、苦情解決を円滑に図るために双方への助言や話し合いへの立合い等を

いたします。また、直接苦情を受け付けることが出来ます。      

      

（２）行政機関その他苦情受付機関 

神戸市役所 保健福祉

局 

監査指導部 

（法人・施設指導担当） 

 

所在地 神戸市中央区加納町６－５－１ 

電話番号 （０７８）３２２－６２４２ 

ＦＡＸ  （０７８）３２２－６０４５ 

受付時間 平日 ８時４５分～１２時  

１３時００分～１７時３０分 

養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待通報専

用 

電話（監査指導部内） 

電話番号 （０７８）３２２―６７７４ 

受付時間 平日 ８時４５分～１２時００分  

１３時００分～１７時３０分 

兵庫県国民健康保険団

体連合会 介護サービ

ス苦情相談窓口       

所在地 神戸市中央区三宮町１丁目９番１－１８０１ 

電話番号 （０７８）３３２－５６１７ 

ＦＡＸ  （０７８）３３２－５６５０  

受付時間 平日 ８時４５分～１７時１５分 

神戸市消費生活センタ

ー 

（契約についての相

談） 

所在地 神戸市中央区橘通３－４－１ 

    神戸市立総合福祉センター５階 

電話番号 （０７８）３７１－１２２１ 

受付時間 平日 ９時００分～１７時００分 

 １３．サービス提供における事業者の義務（契約書第２０条～第２３条参照） 

  当施設では、ゲストに対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ゲストの生命、身体、財産の安全に配慮します。 

②ゲストの体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ゲス

トから聴取、確認します。 

③ゲストへのサービス提供時において、ゲストに病状の急変が生じた場合、その他必要な

場合には、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等必要な処

置を講じます。 

④サービスの提供により事故が発生した場合には、応急措置、医療機関への搬送等の措

置を講じ、速やかに市町村及びゲストのご家族等に連絡するとともに、顛末記録、再発

防止対策に努めその対応について協議します。また、賠償すべき事故が発生した場合に

は、損害賠償を速やかにすることとします。ただし、施設及び従業者の責に帰すべから

ざる事由による場合はこの限りではありません。（契約書２７条参照） 

⑤非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、地域住民や関係機関

等を交え、所轄消防署との連携及び避難、救出訓練を実施します。また、とるべき措置に



ついてあらかじめ防災計画を作成し、防災計画に基づき、定期的に訓練を行います。 

⑥ゲストが受けている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前までに、要介護認定の更

新の申請のために必要な援助を行います。 

⑦ゲストに提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、ゲストの

請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。但し、複写費用については、重要事項説明

書記載のコピー代をいただきます。 

⑧ゲストに対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし、ゲスト又

は他のご利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ず身体拘束を行う場合に

は、その対応及び時間、その際のゲストの心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録

します。 

⑨事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り得たゲ

ストに関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません（守秘義務）。ただし、ゲスト

に医療上の必要がある場合には、医療機関等にゲストの心身等の 情報を提供します。また、

ゲストの円滑な退所のために援助を行う際に情報提供を必要とする場合には、 

ゲストの同意を得ておこないます。 

１４．ゲストの施設利用上の注意義務 

  当施設のご利用にあたって、施設に入居されているゲストの共同生活の場としての 

 快適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

   （１）面会時間（基本）  ９：００～１７：３０   面会簿をご記入ください。 

      上記以外はインターフォンでお知らせいただくこととなります。 

   （２）差し入れ時の生ものなどの食品については、衛生上、職員にお知らせください。 

 （３）施設・設備の使用上の注意 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設 

設備を壊したり、汚したりした場合には、ゲストに自己負担により原状 

に復していただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

○ゲストに対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると 

 認められる場合には、ゲストの居室内に立ち入り、必要な措置を取ること 

ができるものとします。但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護 

について、十分な配慮を行います。 

○当施設の職員や他のゲストに対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治 

活動、営利活動などを行うことはできません。 

〇施設内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。 

  ※感染症の発生及びまん延等に関する取り組みの徹底を求める観点から厚生労働 

   省老健局及び神戸市福祉局のガイドラインに沿って随時、外出・外泊方法を変更

   する場合がございます。 

 

１５．個人情報の取り扱い及び秘密の保持（契約書第２１条参照） 

（１）「個人情報の保護に関する法律」に基づき個人の権利、利益を保護するために、ゲ

スト及びその家族等の個人情報を適切に管理します。当施設の定める個人情報に関する

規則により、「個人情報保護方針」及び「個人情報の利用目的」を明確にし、施設内に掲



示します。但し、医療上必要な場合及びサービス担当者会議等において、ゲスト及びゲ

ストの身元引受人に関する個人情報が必要な場合は、必要最低限とし、同意書を交わし

その同意を得るものとします。同意書の有効期限は、契約期間に準ずることとします。

また、事業者及びサービス従事者は、正当な理由がない限りサービスの提供にあたって

知り得たゲスト、及びゲストの身元引受人の秘密を第三者に漏らしません。これは、職

員が退職した後も継続することとします。 

（２）個人情報の取り扱い 

 ＜利用目的＞ 

当施設では、ゲストから提供されたゲストおよびご家族に関する個人情報を、下記の

目的以外に使用致しません。 

①ゲストに提供する介護サービス等 

②介護保険事務 

③ゲストのために行う管理運営業務（入退居等の管理、会計、事故報告、介護・ 

 医療サービスの向上等） 

④施設のために行う管理運営業務（介護サービスや業務の維持、改善の基礎資料の 

 作成、施設等において行われる学生等の実習への協力、職員の教育のために行う 

 事例研究等） 

（３）第三者への提供 

 当施設では、下記の利用目的のためにゲストおよびご家族の個人情報を第三者に提供

することがあります。 

①介護保険事務などの施設業務の一部を外部事業者へ業務委託を行う場合 

②他の介護事業所等との連携（サービス担当者会議等）及び連絡調整が必要な場合 

③ゲストの受診等にあたり、外部の医師の意見・助言を求めるため会議記録や 

ライフプラン等を提供する場合 

④ご家族への心身状態や生活状況の説明 

⑤研修等の実習生やボランティアの受け入れにおいて必要な場合 

⑥保険事務の委託（一部委託含む） 

⑦損害賠償保険などの請求に係る保険会社等への相談又は届出等 

⑧保険者等、行政機関や他の関係機関からの照会への回答 

⑨外部監査機関、評価機関等への情報提供 

⑩介護保険審査支払機関へのレセプト請求及び介護保険審査支払機関からの照会の回答 

（４）ゲストに関するお問い合せへの対応 

当施設では、ゲストに関する来園やお電話でのお問い合せに対し、慎重に対応さ  せ

ていただいており、ゲストのプライバシーに関わる個人情報につきましては（２）の場

合を除き外部に対し情報提供致しませんが、ゲストが施設に入居されているかどうかに

ついてのみ、お問い合せに対して情報提供させて頂きます。お問い合せに対し回答して

欲しくない方のご指定や、情報提供範囲についてのご希望がおありの場合は遠慮無くお

申し出下さい。 

（５）施設内での写真の掲示及び施設報等でのお名前、写真の掲示 

当施設では、外出やお祭り行事等の楽しい思い出を参加されたゲストに楽しんで いた

だくため、できるだけたくさん掲示するようにしております。またゲストの家族、施設

外の方々に施設への理解を深め、施設での様子を知っていただくため、施設報にお名前

やお写真を掲載することがあります。施設内での写真の掲示、施設報等へのお名前・お

写真の掲載について希望されない場合は遠慮無くお申し出下さい。 

 

 

 



１６．損害賠償について（契約書第２６条、第２７条参照） 

   当施設において、事業者の責任によりゲストに生じた損害については、事業者は速 

  やかにその損害を賠償いたします。ただし、その損害の発生について、ゲストに故意 

  は過失が認められる場合には、ゲストの置かれた心身の状況をくみ取り相当と認めら 

  れる時に限り、事業者の損害賠償額を減じる場合があります。なお、事業者は、民間 

  企業の提供する損害賠償責任保険に加入しています。賠償に相当する可能性がある場 

  合は、ゲスト又はご家族の方に当該保険の調査等手続きにご協力いただく場合があり 

    ます。 

 

 

１７．重要事項の変更について 

   重要事項に記載した内容に変更が生じる場合は、運営委員会でゲスト、身元引受人 

  等へ周知し、個別の同意を得るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ケアハウスでのサービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

（事業者） 

     住 所    神戸市西区櫨谷町長谷 83 番 6 号 

     名 称    社会福祉法人 大慈厚生事業会  

ケアハウス大慈 

     代表者氏名  施設長  坂 本 和 恵    

 

（説明者）職名           氏名                   

 

私達は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、ケアハウスでのサービス

の提供開始に同意しました。 

 

令和   年   月   日 

 

   契約者（ゲスト） 

住 所  

 

氏 名       

            

契約者は署名ができないため、契約者本人の意思を確認のうえ、私が契約者に代わっ

て、その署名を代行します。 

署名代行者 

住 所 □同上 

 

氏 名                   契約者との続柄：（        ）  

 

身元引受人（連帯保証人）① 

住 所 □同上 

 

氏 名                   契約者との続柄：（        ） 

     

電話番号①      ―      ―       

電話番号②      ―      ―       

 

身元引受人（連帯保証人）② 

住 所 □同上 

 

氏 名                   契約者との続柄：（        ） 

     

電話番号①      ―      ―       

電話番号②      ―      ―       



 

 

      

 

 


